
令 和 ３ 年 度

天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書

議第８６号
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第１条　令和３年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

　　（１）処理戸数 12,865 戸

　　（２）年間総処理水量 4,009,800 ㎥

　　（３）一日平均処理水量 10,986 ㎥

　　（４）主要な建設改良事業

ア　管渠建設改良事業 70,514 千円

イ　ポンプ場建設改良事業 295,909 千円

ウ　処理場建設改良事業 295,339 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事　業　収　益 1,884,373 千円

　　第１項 836,540 千円

　　第２項 1,047,833 千円

　第１款　事　業　費 1,836,528 千円

　　第１項 1,737,336 千円

　　第２項 97,588 千円

　　第３項 604 千円

　　第４項 1,000 千円

支　　　　出

特 別 損 失

予 備 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ３ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 685,530 千円

　　第１項 303,000 千円

　　第２項 371,091 千円

　　第３項 11,439 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,326,107 千円

　　第１項 662,539 千円

　　第２項 663,568 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子補
給（令和３年度）

196千円
152千円
111千円
68千円

令和４年度
令和５年度
令和６年度
令和７年度
令和８年度

事　　項 限　度　額

551千円

収　　　　入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支　　　　出

受益者負担金及び分担金

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６４０，５７７千円は、当年度分

　　消費税及び地方消費税資本的収支調整額２３，３４３千円、 過年度分損益勘定留保資金２８８，０５７千円、 当年度分損益勘定留保資金

　　３２９，１７７千円で補てんするものとする。）。

企 業 債

補 助 金

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基
づき改造工事を行う者に対し、金融機関が1箇所
（世帯）につき700千円以内で貸付けた融資総額
の50％を限度に損失補償

期　　間

令和４年度～令和８年度

金融機関が補償の履行日として指定する
期間

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失補
償

　　年度別内訳

24千円
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75,000千円

95,000千円

194,000千円

139,000千円

事　　項 期　　間 限　度　額

今釜新町ポンプ場雨水ポンプ設備改築工事

本渡浄化センター沈砂洗浄設備改築工事

本渡浄化センター汚泥処理系脱臭設備改築工事

瀬戸雨水ポンプ場ポンプ設備改築工事

令和４年度

令和４年度

令和４年度

令和４年度
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 （企業債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 （一時借入金）

第７条  一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 97,044 千円

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

建設改良事業 303,000千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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 （他会計からの補助金）

第１０条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

　令和３年３月５日提出

  　天草市長     馬　場　昭　治

103,091千円

540,596千円
　下水道事業会計の経営基盤確立のため。

理由

資本的収入

事業収益

補助金

営業外収益

款 金額項
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天草市下水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ３ 年 度
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１ ９ ～ １２ 頁

２ １３ 頁
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 事 業 収 益 1,884,373

１ 営 業 収 益 836,540

１ 下 水 道 使 用 料 634,425

２ 雨 水 処 理 負 担 金 202,050

３ そ の 他 営 業 収 益 65

２ 営 業 外 収 益 1,047,833

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 180

２ 他 会 計 補 助 金 540,596

３ 長 期 前 受 金 戻 入 503,399

４ 雑 収 益 3,658

款

令 和 ３ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 事 業 費 1,836,528

１ 営 業 費 用 1,737,336

１ 管 渠 費 66,769

２ ポ ン プ 場 費 48,035

３ 処 理 場 費 447,961

４ 総 係 費 124,720

５ 減 価 償 却 費 1,045,351

６ 資 産 減 耗 費 4,500

２ 営 業 外 費 用 97,588

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 93,235

２ 消 費 税 等 4,353

３ 特 別 損 失 604

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 604

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 685,530

１ 企 業 債 303,000

１ 企 業 債 303,000

２ 補 助 金 371,091

１ 国 庫 補 助 金 265,000

２ 県 補 助 金 3,000

３ 他 会 計 補 助 金 103,091

３ 11,439

１ 受 益 者 負 担 金 9,442

２ 受 益 者 分 担 金 1,997

款

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項

－ 11 －



支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 1,326,107

１ 建 設 改 良 費 662,539

１ 管 渠 建 設 改 良 費 70,514

２ ポ ン プ 場 建 設 改 良 費 295,909

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 295,339

４ 固 定 資 産 購 入 費 777

２ 企 業 債 償 還 金 663,568

１ 企 業 債 償 還 金 663,568

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 41,502 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 662,539

減 価 償 却 費 1,045,351 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 4,500 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 4,593 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 503,399 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 180 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 265,000

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 93,235 県 補 助 金 に よ る 収 入 3,000

固 定 資 産 売 却 損 益 0 一 般 会 計 補 助 金 に よ る 収 入 103,091

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 6,666 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 11,439

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 0

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 280,009

その他流動資産の増減額（△は増加） 23,343 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 1,992 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 303,000

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 663,568

その他の流動負債の増減額（△は減少） 0 △ 360,568

700,287 Ⅳ △ 33,345

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 180 Ⅴ 476,450

利 息 の 支 払 額 △ 93,235

607,232

（間接法により算出）

443,105

令和３年度天草市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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１

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

給　　与　　費　　明　　細　　書

給 与 費
法定福利費 合 計

（千円） （千円）

2,927 44,554 33,649 81,130 15,914

報 酬 給 料 手 当 等 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

　総　括 

△ 5,279△ 48 △ 1,428 △ 3,138比 較

97,044

2,975 45,982 36,787 85,744 16,579 102,323

　　ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分

4,783 48 10,418 7,511 6,006 8101,854 480 311 1,368 60

職 員 数
法定福利費 合 計

給 与 費

特 別 職 一 般 職 報 酬

5,007 48 11,205 8,048 7,187 1,3202,394 480 480 558 60

△ 224 △ 787 △ 537 △ 1,181 △ 510△ 540 △ 169 810比 較

一 般 職特 別 職

職 員 数

区 分

（人） （人）

本 年 度

前 年 度

手

当

等

の

内

訳

区 分

本年度

前年度

（千円） （千円） （千円）（千円）

扶養手当
管理職
手　当

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分及び第１号会計年度任用職員分を外書き

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

△ 4,614

期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

3
12
3

12

（千円） （千円）

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

（千円）

△ 665

給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
1

44,554 33,295 77,849 14,889 92,738
12

△ 5,364

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

15,567 98,102
12

比 較 △ 1,428 △ 3,258

前 年 度
1

45,982 36,553 82,535

△ 4,686 △ 678
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（ ）

（ ）

（ ）

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

前年度 2,394 480 480 558 60

（千円） （千円）

本年度 1,854 480 311 1,368 60 4,783 48

区 分

5,007 48 10,971 8,048 7,187 1,320

10,064 7,511 6,006 810

△ 1,181 △ 510

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

810 △ 224 △ 907 △ 537

手

当

等

の

内

訳 比 較 △ 540 △ 169

一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 較

（千円） （千円）

本 年 度
2

2,927 354 3,281 1,025 4,306

前 年 度
2

△ 48 120

3,209 1,012 4,221

手

当

等

の

内

訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

比 較

（千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

2,975 234

72 13 85

（千円） （千円）

本年度

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

120

234

354

前年度
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２　給料及び手当等の増減額の明細

平均昇給率

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考
(千円） （千円）

 転入

増  減

給 料 △ 1,428

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 812 2.06%

その他の増減分 △ 2,240

（円） 336,383

平 均 年 齢

その他の増減分 △ 2,943

区 分 事 務 ・ 技 術 職

手 当 等 △ 3,138
制度改正に伴う増減分 △ 195

（歳） 40歳9月

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 300,308

平 均 給 与 月 額 （円）

令和３年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 307,042

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 （歳） 40歳1月

区 分
事 務 ・ 技 術 職 一 般 会 計 の 制 度

（円） 一 般 行 政 職 （円）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

6

6

期末手当

職員の
異動状況

329,050

 転出

 退職

本年度 12  採用

前年度 12
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（３）級別職員数

　※級別職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7
（  100.0 　）

1 8.3

4 33.3
（　　  1　　　） （  100.0 　）

2 16.7

４　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 8.3

12 100.0

2 16.7

令和２年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

３　級

12 100.0
計

（　　  1　　　）

（　　　　　　　） （　　　　　）
3 25.0

計
（　　　1　　　） （  100.0 　）

３　級
（　　　1　　　） （  100.0 　）

1 8.3

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

令和３年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 8.3

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7

3 25.0

４　級
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 (級別の標準的な職務内容）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職
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（４）昇給

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

12 12

12 12

1 1

11 11

100.0 100.0

12 12

12 12

1 1

2 2

9 9

100.0 100.0

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（1.175） （2.35）

2.225 4.45

（1.175） （2.35）

2.250 4.50

　　　　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

（７）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

有 同

本 年 度
（1.175）

2.225
有 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分
支 給 期 別 支 給 率

6 月 （ 月 分 ）

前 年 度
（1.175）

2.250

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.13

支 給 対 象 職 員 の 比 率
100.00

( 令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

区 分

支 給 率 等 33.27075 47.709 47.709

20年勤続の者

（月分）

24.586875

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

事 務 ・ 技 術 職

0.13

100.00

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

徴収手当

同

同

同

一般会計の制度
と の 異 同

同

そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
（２％～45％）

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  299,611
    ロ  1,720,405
          △ 324,680 1,395,725
    ハ  20,130,794
          △ 3,961,062 16,169,732
    ニ  5,551,639
          △ 2,251,213 3,300,426
    ホ  1,653
          △ 1,653
    ヘ  3,605
          △ 3,392 213
    ト  77,735
      21,243,442
(2)

イ  6,718
      6,718
      21,250,160
2
(1) 443,105
(2) 89,805

△ 1,467 88,338
      531,443
      21,781,603

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

電 話 加 入 権

現 金 預 金
未 収 金

土 地

令和３年度天草市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（　令和４年３月３１日　)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,266,271

(2)

    イ  49,259

49,259

      5,315,530

4

(1)

イ  611,815

(2) 62,185

(3)

    イ  5,972

ロ 1,166

7,138

(4) 66

      681,204

5

(1) 13,165,701

(2) △ 3,147,569

10,018,132

      16,014,866

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負 債 の 部

固 定 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債
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千円 千円 千円

6

(1) 5,291,328

      5,291,328

7

(1)

    イ  142,511

    ロ  6,506

    ハ 445

      149,462

(2)

    イ  325,947

      325,947

      475,409

      5,766,737

      21,781,603負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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１. １.

(1)

(2)

２. （セグメント情報に関する注記）

(1) １．報告セグメントの概要

１. 退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

 

(2)

(3)

３.

　令和３年度において、退職手当として１，０１２千円を支給するため、
退職給付引当金１，０１２千円を使用する。　賞与引当金及び法定福利費引当金

令 和 ３ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） （予定貸借対照表等に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、４，３３７，９９７千円である。

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用し
ている。

引当金の計上方法

　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につい
ては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合をもって
支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年度から職
員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理し
ている。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度退
職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して支
払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に相当
する金額を計上している。

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。

（その他の注記）

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支
給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員の
給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当基準
日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見込
額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権と
して認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定してい
る。

消費税及び地方消費税の会計処理
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

当年度（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 629,028 49,074 85,779 14,986 778,867

営業費用 1,050,441 229,808 356,050 47,930 1,684,229

営業損益 △ 421,413 △ 180,734 △ 270,271 △ 32,944 △ 905,362

経常損益 26,244 2,264 11,283 2,262 42,053

セグメント資産 12,790,911 3,180,568 5,209,427 600,697 21,781,603

セグメント負債 8,545,127 2,541,229 4,491,267 437,243 16,014,866

その他の項目

他会計補助金等 365,993 148,095 203,635 24,923 742,646

減価償却費 654,803 146,739 221,342 22,467 1,045,351

特別損失 225 39 280 7 551

固定資産増加額 △ 87,179 △ 133,770 △ 202,651 △ 21,830 △ 445,430

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

項目

セグメント区分 事業の内容

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　特定環境保全公共下水道事業 　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落排水事業 　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落排水事業
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千円 千円 千円

1
(1) 580,432
(2) 209,756
(3) 246 790,434

2
(1) 56,996
(2) 51,861
(3) 373,869
(4) 127,759
(5) 1,063,228
(6) 25,694 1,699,407

908,973
3
(1) 807
(2) 557,934
(3) 0
(4) 518,734
(5) 8,596
(6) 4,547 1,090,618

4
(1) 106,092
(2) 7,661 113,753 976,865

67,892
5
(1) 540 540 △ 540

67,352
67,093

150,000
284,445

そ の 他 の 営 業 収 益

令和２年度天草市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（　令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで　）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

国 県 補 助 金

営 業 費 用
管 渠 費
ポ ン プ 場 費
処 理 場 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
営 業 外 費 用

そ の 他 雑 支 出
支払利息及び企業債取扱諸費

資 本 費 繰 入 収 益

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 利 益
特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  299,611
    ロ  1,707,457
          △ 265,535 1,441,922
    ハ  20,058,368
          △ 3,299,139 16,759,229
    ニ  5,024,434
          △ 1,922,693 3,101,741
    ホ  1,653
          △ 1,445 208
    ヘ  3,605
          △ 3,337 268
    ト  85,893
      21,688,872
(2)

イ  6,718
      6,718
      21,695,590
2
(1) 476,450
(2) 83,139

△ 1,467 81,672
      558,122
      22,253,712

電 話 加 入 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

令和２年度天草市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和３年３月３１日　)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,600,045

(2)

    イ  44,265

44,265

      5,644,310

4

(1)

イ  638,609

(2) 64,177

(3)

    イ  6,300

ロ 1,239

7,539

(4) 66

      710,391

5

(1) 12,817,946

(2) △ 2,644,170

10,173,776

      16,528,477

繰 延 収 益 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
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千円 千円 千円

6

(1) 5,291,328

      5,291,328

7

(1)

    イ  142,511

    ロ  6,506

    ハ 445

      149,462

(2)

    イ  284,445

      284,445

      433,907

      5,725,235

      22,253,712負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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１. １.

(1)

(2)

２. （セグメント情報に関する注記）

(1) １．報告セグメントの概要

(2)

(3)

３.

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につい
ては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合をもって
支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年度から職
員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理し
ている。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度退
職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して支
払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に相当
する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支
給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員の
給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当基準
日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

令 和 ２ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、４，６０４，８６４千円である。

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

引当金の計上方法

　退職給付引当金

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用し
ている。

消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見込
額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権と
して認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定してい
る。
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

前年度（自　令和２年４月１日　　至　令和３年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 638,820 49,727 86,788 15,099 790,434

営業費用 1,049,562 257,143 344,507 48,195 1,699,407

営業損益 △ 410,742 △ 207,416 △ 257,719 △ 33,096 △ 908,973

経常損益 33,515 1,640 30,510 2,227 67,892

セグメント資産 12,870,267 3,321,868 5,436,085 625,492 22,253,712

セグメント負債 8,650,502 2,684,754 4,728,928 464,293 16,528,477

その他の項目

他会計補助金等 376,419 164,746 200,568 25,957 767,690

減価償却費 643,579 173,155 223,816 22,678 1,063,228

特別損失 234 40 259 7 540

固定資産増加額 △ 294,484 △ 164,342 △ 214,070 △ 21,950 △ 694,846

項目

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

　漁業集落排水事業

　農業集落排水事業

　特定環境保全公共下水道事業

セグメント区分 事業の内容
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

令和3年度

～令和7年度

令和4年度

～令和8年度

令和3年度
～令和7年度
令和3年度

～令和7年度

佐伊津浄化センター維持管理業務委託 9,884 令和3年度 9,884 9,884

14,409

8,715 8,715汚泥脱水業務委託 8,715 令和3年度

12,154令和3年度一町田浄化センター維持管理業務委託 12,154 12,154

1,856

高浜浄化センター維持管理業務委託 14,409 令和3年度 14,409

本渡浄化センター汚泥運搬処分業務委
託

25,516 25,516

令和3年度

令和3年度

本渡処理区雨水渠スクリーン清掃管理
業務委託

下田浄化センター維持管理業務委託 8,884 令和3年度

本渡処理区マンホールポンプ場運転管
理業務委託

4,055

天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく損失補償

天草市水洗便所等改造資金
の利子補給等規程に基づき
改造工事を行う者に対し、
金融機関が1箇所（世帯）
につき700千円以内で貸付
けた融資総額の50％を限度
に損失補償

本渡浄化センター及びポンプ場運転管
理業務委託

973,565

683

天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく利子補給
（令和3年度）

551

限度額の範囲
以内で損失が
生じた場合の
補償費相当

551 551

8,8848,884

973,565

1,856

令和3年度

25,516

18,240

973,565

18,240

事 項

債務負担行為に関する調書

4,055 4,055

1,856

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和3年度
～令和8年度

一町田雨水ポンプ場運転管理業務委託 18,240

683683
天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく利子補給
（令和2年度）
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

37,500 37,500

47,500 47,500

97,000 97,000

69,500 69,500

95,000

令和3年度

令和3年度

3,057

水質・汚泥成分分析業務委託 10,769 令和3年度

通詞島排水処理施設維持管理業務委託 8,057 令和3年度

棚底浄化センター維持管理業務委託 10,813 令和3年度 10,813

令和3年度 8,610

8,057

10,813

12,059

8,610

﨑津浄化センター維持管理業務委託 9,109 令和3年度 9,109 9,109

宮野河内浄化センター維持管理業務委
託

8,610

8,057

債務負担行為に関する調書

事 項

1,857

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和3年度 1,857

今釜新町ポンプ場雨水ポンプ設備改築
工事

75,000 令和4年度 75,000

本渡浄化センター汚泥処理系脱臭設備
改築工事

194,000 令和4年度 194,000

瀬戸雨水ポンプ場ポンプ設備改築工事 139,000 令和4年度 139,000

本渡浄化センター沈砂洗浄設備改築工
事

95,000 令和4年度

宮田浄化センター維持管理業務委託 12,059

1,857
佐伊津地区雨水ポンプ場運転管理業務
委託

3,057

10,769 10,769

新町浄化センター維持管理業務委託 3,057 令和3年度

12,059

本郷漁業集落排水処理施設維持管理業
務委託

11,104 11,104 11,104
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